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平成 18年 度 自律 的 安 全 衛 生 管 理 活 動 普 及 促 進 事 業

(労働災害防止特別安全衛生診断事業)実施細 目について

自律的安全衛生管理活動普及促進事業 (労働災害防止特別安全衛生診断事業)に

ついては､平成 18年 5月 15日付け基発第 0515001号 ｢自律的安全衛生管理

活動普及促進事業 (労働災害防止特別安全衛生診断事業)の実施について｣の別添

｢自律的安全衛生管理活動普及促進事業 (労働災害防止特別安全衛生診断事業)実

施要綱｣に基づき実施することとされてお り､その細 目については別に定めることと

されているが､平成 18年度の本事業について､別添 1のとお り ｢平成 18年度 自律

的安全衛生管理活動普及促進事業 (労働災害防止特別安全衛生診断事業)実施細 目｣

(以下 ｢実施細目｣とい う｡)を定めたので了知するとともに､下記の事項に留意の上､

本事業の円滑な実施に努められたい｡

なお､社団法人 日本労働安全衛生コンサルタン ト会会長に対しては､別添 2のとお

り通知 していることを申し添える｡

記

1 対象事業場は､別紙 1に示す事業場とすること｡なお､事業場名の左側に ｢(予)｣

と示 した事業場については､今回対象としないが､対象事業場の協力が得 られなか

った場合等に順次対象とする予定であること0

2 中小企業等安全衛生診断員は､別紙 2に示す候補者の中からコンサルタン ト会会

長が選任すること｡

3 コンサ/レタン ト会の支部等から､実施細 目の第 1の5に示す打合せ会について､



貴課に対し担当官の出席方依頼があった場合にはこれに応 じるとともに､必要な指

導を行うこと｡

4 安全衛生診断の実施後､対象事業場から､都道府県労働局長あて ｢安全衛生診断

改善報告書 (安全診断関係)｣(様式3-1)､｢安全衛生診断改善報告書 (リスクア

セスメント診断関係)｣(様式 3-2)､｢安全衛生診断改善報告書 (労働衛生診断関

係)｣(様式3-3)が提出されるが､当該報告書の内容を点検 し､安全管理上又は

労働衛生管理上その改善が不十分と判断される事項については､対象事業場に対し

て必要な指導等を実施し改善措置を講じさせること｡



別 添 1

平成 18年度 自律 的安 全 衛 生 管 理 活 動 普 及 促 進 事 業

(労働 災 害 防 止 特 別 安 全 衛 生 診 断 事 業 ) 実施細 目
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平成 18年度 自律 的 安 全 衛 生 管 理 活 動 普 及 促 進 事 業

(労働 災 害 防 止 特 別 安 全 衛 生診 断 事 業 ) 実施細 目

第 1 平成 18年度 自律的安全衛生管理活動普及促進事業 (労働災害防止特別安

全衛生診断事業)の概要

1 事業の委託について

労働 災害防止特別安全衛生診断事業は､社団法人 日本労働安全衛生 コンサ

ル タン ト会 (以下 rコンサル タン ト会｣ とい うD)に委託 して行 う｡

2 実施計画の作成について

コンサル タン ト会会長 は､実施計画 を作成 し､厚生労働省 労働基準局長 に

提 出す るもの とす る｡

3 安全衛生診断実施対象事業場の選定等について

(1) 安全衛生診断実施対象事業場 (以下 ｢対象事業場｣ とい うO)は､第 2

の 1の選定基準に該 当す るものであって､あ らか じめ把握 した候補事業場

の中か ら､厚生労働省 において選定す るもの とす る｡

(2) 対象事業場数は､安全診断､リスクアセスメン ト診断及び労働衛生診 断

について､それぞれ全国で 211事業場､200事業場及び 62事業場 と

す る｡

(3) 都道府県 ごとの対象事業場数 は､各都道府県の中小企業等安全衛生診 断

員 (以下 ｢安全衛生診断員｣ とい う｡)の状況等 を考慮 して厚生労働省 に

おいて決定す る｡

4 安全衛生診断員の選定 について

(1) 対象事業場に係 る安全衛 生診断は､第 3の 1に示す要件 を満たす安全衛

生診断員に より実施す るO

(2) 安全衛生診断員は､あ らか じめ把握 した安全衛 生診断員候補の中か ら､

コンサル タン ト会会長 が選任す るもの とす る0

5 安全衛生､診断実施打合せ会の開催 について

(1) コンサル タン ト会 の都道府県支部等は打合せ会 を開催 し､対象事業場 ご

とに担 当す る安全衛生診断員 を決定す るもの とす る｡

なお､第 2の 1の 1-1 の (3) の事業場の安全診断 を担 当す る安全衛 生

診断員 については､外 国人労働者の就労す る事業場 (外国人研修生 を受 け

入れ ている事業場 を含 むO)の安全診断 ･指導を実施 した経験又は海外 の

事業場において管理者 としてその国の労働者 を管理監督 した経験 を有す る

者等 を選任す るよ う配意す ること｡

また､第 2の 1の 1-1 の (4)の事業場の安全診断 を担 当す る安全衛 生



診断員 については､過去に当該事業場 の安全診断 を担 当 した者が望ま しい

こと｡

(2) 第 2の 1の 1-2 の事業場 に対す る リスクアセ スメン ト診断に係 る安全

衛生診断員 については､コンサル タン ト会の労働安全衛 生マネ ジメン トシ

ステム監査員 として登録 されてい る者等 リスクアセスメン トに係 る知識 ･

経験 を有す る者 を選任す るよ う配意す ること｡

(3) コンサル タン ト会の都道府県支部等 は､必要 に応 じ､打合せ会に､所轄

の都道府 県労働局労働基準部安全衛生主務課長 ､地方産業安全専門官､地

方労働衛生専門官等の出席 を依頼 し､対象事業場 に係 る安全管理上又は労

働衛生管理上留意すべ き事項等 について指示等 を受 けるもの とす る｡

6 安全衛生診断 の実施 について

(1) 安全衛生診断員が安全衛生診断 を行 うに当たっては､対象事業場に対 し

て､あ らか じめ本安全衛生診断が厚 生労働省 の委託 によ り実施 され るもの

であることを了知 させた上で行 うこと｡

(2) 安全衛 生診断は､対象事業場 の責任者等の立会いを求 めて行い､安全衛

生診断の終了後､当該責任者等 に対 して改善を必要 とす る事項の概略を 口

頭で説明 し､安全衛生診断の実施結果 は､後 日文書 をもって連絡す る旨説

明す ること｡

(3) 安全衛 生診断員は､安全衛生診断の終了後 ､安全診断 の場合には ｢安全

衛生診断実施確認書 (安全診断関係)｣ (様式 1- 1)､ リスクアセスメン

ト診断の場合 には r安全衛生診断 実施確認書 (リスクアセスメン ト診断関

係)｣ (様式 1- 2)､労働衛生診断 の場合には ｢安全衛生診断実施確認書

(労働衛生診断関係)｣(様式 1- 3)をそれぞれ作成 し､事業場の代表者

の確認印 を受領す ること｡

7 安全衛生診断実施結果報告書の作成及び報告について

7-1 安全診断 の場合

(1) 安全衛生診断員は､安全診断 の実施後､速やかに ｢安全衛生診断実施結

果報告書 (一般の安全診断関係)｣(様式 2- 1)､｢安全衛生診断実施結果

報告書 (外国人労働者 の労働災害 に係 る安全診断関係 )｣(様式 2- 2)及

び ｢労働 災害要因分析結果表 (安全診断関係)｣(様式 5)を作成す ること｡

(2) 安全衛生診断員は､ (1) に加 えて､第 2の 1の 1-1 の (4)の事業場

(再診断 に係 るもの)については､｢安全衛生診断分析評価結果報告書 (安

全診断関係)J(様式 6)を作成 す ることo

(3) 安全衛生診断員は､(1)で作成 した ｢安全衛生診断実施結果報告書 (一

般 の安全診断関係)｣(様式 2- 1)､｢安全衛生診断実施結果報告書 (外国

人労働者 の労働災害 に係 る安全診断関係)｣(様式 2- 2)及び ｢安全衛生

診断改善報告書 (安全診断関係 )｣(様式 3- 1)を､対象事業場の代表者

あて送付す ることC



(4) 安全衛生診断員 は､(1) で作成 した ｢安全衛 生診断実施結果報告 書 (一

般 の安全診断 関係 )｣ (様式 2- 1) の写 し､ ｢安全衛 生診断実施結果報告

書 (外 国人労働者 の労働 災害 に係 る安全診 断 関係)｣(様式 2- 2)の写 し

の提 出に よ り､実施 した安全診 断 の結果 を所轄 の都道府 県労働 局長 に対 し

て報告す るこ と｡

(5) 安全衛 生診断員 は､ ｢安全衛生診 断実施確 認書 (安全診 断関係 )｣ (樵

式 1- 1)､｢安全衛 生診 断実施結 果報告書 (一般 の安全診 断関係)｣(様 式

2- 1) の写 し､ ｢安全衛 生診断実施結果報告書 (外 国人労働者 の労働 災

害 に係 る安全診 断 関係)｣ (様式 2- 2)の写 し､｢労働 災害要 因分析結果

表 (安全診 断 関係 )｣(様式 5)及 び ｢安全衛 生診断分析評価結果報告書 (安

全診断関係 )｣ (様 式 6) をコンサル タ ン ト会会長 に提 出す るこ と｡

7-2 リスクアセ スメン ト診断 の場合

(1) 安全衛 生診断員 は､リス クアセ スメン ト診断 の実施後 ､速や かに ｢安全

衛 生診断実施結果報告書 (リスクアセ スメ ン ト診 断関係 )｣(様 式 2- 3)

を作成す るこ と｡

(2) 安全衛 生診断員 は､(1)で作成 した ｢安全衛生診断実施結果報告書 (リ

ス クアセ スメン ト診 断関係 )｣(様 式 2- 3)及 び ｢安全衛生診 断改善報告

書 (リス クアセ ス メン ト診断関係 )｣(様 式 3- 2)を､対象事業場 の代表

者 あて送付す るこ と｡

(3) 安全衛 生診 断員 は､(1)で作成 した ｢安全衛 生診 断実施結果報告 書 (リ

ス クアセ スメン ト診 断関係 )｣(様 式 2- 3)の写 しの提 出によ り､実施 し

た リスクアセ スメ ン ト診断の結果 を所轄 の都 道府 県労働 局長 に対 して報告

す ること｡

(4) 安全衛 生診断員 は､ ｢安全衛 生診 断実施確認 書 (リスクアセ スメ ン ト診

断 関係)｣(様式 1- 2)及び ｢安全衛 生診断実施結果報告書 (リス クアセ

ス メン ト診 断関係 )｣(様式 2- 3)の写 しを､コンサル タン ト会会長 に提

出す るこ と｡

7-3 労働衛生診 断の場合

(1) 安全衛 生診 断員 は､労働衛生診 断 の実施後 ､速や か に r安全衛 生診断 実

施結果報告書 (労働衛 生診断 関係 )｣ (様式 2-4) を作成す るこ と｡

(2) 安全衛 生診断員 は､(1) で作成 した ｢安 全衛生診断実施結果報告書 (労

働衛生診 断 関係)｣(様 式 2-4)及 び ｢安 全衛 生診 断改善報告書 (労働 衛

生診断関係 )｣(様 式 3- 3)を､対象事業場 の代表者 あて送付す るこ と｡

(3) 安全衛 生診断員 は､(1) で作成 した ｢安全衛 生診断実施結果報告書 (労

働衛生診 断 関係)｣(様式 2-4)の写 しの提 出に よ り､実施 した労働衛 生

診 断の結 果 を所轄 の都道府県労働 局長 に対 して報告す るこ と｡

(4) 安全衛 生診 断員 は､｢安全衛生診 断実施確認 書 (労働衛 生診断 関係 )｣(様

式 1- 3)及 び ｢安全衛 生診断実施結果報告 書 (労働衛 生診 断 関係 )｣ (樵



式 2- 4) の写 しを､コンサル タン ト会会長 に提出す るこ と0

8 安全衛生診断実施後の捨置について

8-1 安全診断の場合

(1) 安全衛生診断員は､安全診断実施後 に行 う対象事業場 の責任者等に対す

る口頭 による説明の際に､後 日対象事業場の代表者 あて送付す る ｢安全衛

生診断実施結果報告書 (一般 の安全診断関係)｣ (様式 2- 1)､r安全衛

生診断実施結果報告書 (外国人労働者 の労働災害に係 る安全診断関係)｣

(様式 2- 2)中の ｢現状及び指導事項｣について､同封す る ｢安全衛生

診断改善報告書 (安全診断関係)｣(様式 3- i)の提 出によ り､所轄 の都

道府県労働局長 に対 し､診断実施後 1ケ月以内､遅 くとも平成 19年 3月

末 日までに報告す るとともに､その写 しを安全衛生診断員 あて送付す るよ

う指導す ること｡

(2) 都道府県労働局長 は､安全衛生診断員又は対象事業場 の代表者 か ら報告

された ｢安全衛生診断実施結果報告書 (一般の安全診断関係)｣(様式 2-

1)の写 し､ ｢安全衛生診断実施結果報告書 (外国人労働者 の労働災害 に

係 る安全診断関係)｣(様式 2- 2)の写 しの内容及び ｢安全衛 生診断改善

報告書 (安全診断関係)｣(様式 3- 1)の内容 を検討 し､その写 しを対象

事業場 を管轄す る労働基準監督署長 あて通知す ることoなお､当該通知 を

受 けた労働基準監督署長は､必要 に応 じ対象事業場に対 し指導等 を実施す

ること｡

(3) コンサル タン ト会会長は､安全診断の実施結果について､労働 災害要因

分析､主要な問題点､安全水準向上対策等 をとりま とめるもの とす るこ

と｡

8-2 リスクアセスメン ト診断の場合

(1) 安全衛生診断員は､リスクアセスメン ト診断実施後 に行 う対象事業場 の

責任者等 に対す る口頭 による説明の際に､後 日対象事業場の代表者 あて送

付す る ｢安全衛生診断実施結果報告書 (リスクアセ スメン ト診断関係)｣

(様式 2- 3)中の ｢現状及び指導事項｣に対す る改善事項 を､同封す る

｢安全衛生診断改善報告書 (リスクアセ スメン ト診断関係)｣(様式 3- 2)

の提出によ り､所轄の都道府県労働局長 に対 し､診断実施後 1ケ月以内､

遅 くとも平成 19年 3月末 日までに報告す るとともに､その写 しを安全衛

生診断員 あて送付す るよ う指導す ること｡

(2) 都道府 県労働局長は､安全衛生診断員又は対象事業場 の代表者 か ら報告

された ｢安全衛生診断実施結果報告書 (リスクアセ スメン ト診断関係)｣

(様式 2- 3)の写 し及び ｢安全衛生診断改善報告書 (リスクアセスメン

ト診断関係)｣(様式 3- 2)の内容 を検討 し､その写 しを対象事業場を管

轄す る労働基準監督署長 あて通知す ること｡なお､当該通知 を受 けた労働

基準監督署長 は､必要 に応 じ対象事業場に対 し指導等 を実施す ること｡



(3) コンサル タン ト会 会長 は､ リスクアセスメ ン ト診 断 の実施結果 につい

て､各事業場 に共通す る リス クの把握等 リスクアセ ス メン ト結果 につい て

の分析 ､主な問題 点 ､安全水 準向上対策等 を と りま とめる もの とす るこ

と0

8-3 労働衛生診断 の場合

(1) 安全衛生診断員 は､労働衛 生診 断実施後 に行 う対象 事業場 の責任者等 に

対す る 口頭 に よる説 明 の際 に､後 日対象事業場 の代表者 あて送付す る ｢安

全衛 生診断実施結果報 告書 (労働衛 生診断関係)｣(様 式 2- 4)中の ｢現

状及び指導事項｣につ いては､同封す る ｢安全衛 生診 断改善報告書 (労働

衛 生診 断関係)｣(様 式 3- 3)の提 出によ り､所 轄 の都 道府 県労働局長 に

対 し､診断実施後 1ケ月以内､遅 くとも平成 19年 3月末 日までに報告 す

る とともに､その写 しを安全衛生診断員 あて送付 す る よ う指導す るこ と｡

(2) 都道府県労働局長 は､安全衛 生診断員又は対象 事業場 の代表者 か ら報告

された ｢安全衛 生診 断実施結果報告書 (労働衛 生診 断 関係 )｣(様式 2-4)

の写 し及び ｢安全衛 生診断改 善報告書 (労働衛 生診 断 関係 )｣(様式 3- 3)

の内容 を検討 し､その写 しを対象事業場 を管轄す る労働 基 準監督署長 あて

通知す ること｡なお ､当該通知 を受 けた労働 基準 監督 署長 は､必要 に応 じ

対象事業場 に対 し指 導等 を実施す ること｡

(3) コンサル タン ト会 会長 は､労働衛 生診断の実施 結果 につ いて､業務上疾

病 の発生要Pil､主要 な問題 点､労働衛 生水準 向上対策 等 を と りま とめる も

の とす ること｡

9 安全衛生診断実施 完了報告 について

コンサル タン ト会 会長 は､安全衛 生診断事業 を平成 18年度末 までに完 了

させ ､安全衛生診断実施 完 了報告書 の提出によ り､厚 生労働省 労働 基準局長

に対 して報告す るもの とす るO

第 2 対象事業場

1 選 定基準 について

対象事業場の選定基準 は､次 に示す とお りとす る こ と｡

1-1 安全診断 の場合

(1) 建設 業 以外 の業種 の うち ､資本 金 が 1億 円以 下 の 法 人 で あ る事 業者

又 は常時使 用 す る労働 者 数 が 300人 以 下 の事 業者 の事 業 場 で あ っ

て ､次 の いず れ か に該 当す る もの｡

ア 平成 17年 にお い て休 業 1か月 以 上又 は被 災 労働 者 の障 害 等級 が

14級 以上 の労働 災 害 を発 生 させ た事業場 で あ っ て ､安 全 管 理 上 問

題 が あ る もの｡

イ 過 去 に安 全 管理 特 別 指 導 事 業場 に指 定 した事 業 場 で あ って ､追加



指導 を行 うことが必要であるもの｡

り 安全管理指定事業場 であって､安全衛生診断員 による指導 を行 う

ことが必要で ある と認 め られ るもの｡

(2) 建設業の うち資本金が 1億 円以下の法人である事業者 又 は常時使用

す る労働者数 が 300人以下の事業者 の事業場 (店社) であって､上

記 (1)のア～ クに該 当す るもの又 はこれ らに準ず るもの｡

(3) 資本金が 1億 円以下の法人で ある事業者又 は常時使用す る労働者数

が 300人以下の事業者 の事業場 であって､平成 17年 に休業 4日以

上の外国人労働 者 に係 る労働 災害があった事業場で あって､安全管理

上問題 があるものO

(4) 過去 に労働 災害防止特別安全診断事業 において安全診 断の対象 とし

た事業場 の うち､再度 ､安全管理 の状況 を確認す ることが適 当である

と認 め られ るもの｡

(5) (1)～ (4)のほか､都道府 県労働 局長 が安全衛生診 断員 による指導 を

行 うことが特 に必要で ある と認 めるもの｡

1-2 リスクアセスメン ト診断の場合

(1) 上記 1- 1の (1)､ (2)､ (4)の うち､事業場内にお ける危険有害 な

設備 ､作業 に係 る安全衛生診断員 による リスクアセ スメン ト診 断の実

施 が適切 で ある と考 え られ るもの｡

(2) 上記 (1)のほか､ リス クアセ ス メン トの実施 に意欲的 であ り､本事

業 の実施 を通 し､安全衛生水準 の向上 が見込 まれ る事業場 と して都道

府 県労働局長 が安全衛生診断員 による指導 を行 うこ とが特 に必要 であ

る と認 めるもの0

1-3 労働衛生診断の場合

資本金 が 1億 円以下の法人で ある事業者又は常時使用す る労働者数

が 300人以下の事業者 の事業場 であって､次のいずれ かに該 当す る

ものO

(1) 平成 17年 において､ じん肺 の新規有所 見者 を発生 させ ､又 は有機

溶剤 中毒等 の業務上疾病 を発 生 させ た事業場 であって､労働衛 生管

理上問題が あるもの｡

(2) 過去に労働衛生管理特別指導事業場 に指 定 した事業場 であって､追

加指導 を行 うことが必要である ものO

(3) 労働衛 生管理指定事業場 であって､安全衛生診 断員 に よる指導 を行

うことが必要 であると認 め られ るもの｡

(4) (1)～ (3)のほか､特殊健康診 断 において有所見率が特 に増加 してい

る事業場､作業環境測定結果 の評価 が第 3管理 区分 で ある事 業場 ､

労働安全衛 生法第 28条第 3項 の化学物質 を製造 し又 は取 り扱 う事



業場等 ､都道府 県労働 局長 が安 全衛 生診 断員 に よる指導 を行 うこ と

が特 に必 要で ある と認 め る もの｡

2 対象事業場の数等について

(1) 対象事業場の数は､第 1の 3の (2)に示す数 とす る｡

(2) 対象事業場 として決定 した後 に､当該事業場が操業停止等 によ り安全衛

生診断の実施が困難 となった場合 には､所轄の都道府県労働局安全衛生主

務課 において､予備の対象候補事業場 の中か ら新たに対象事業場 を選 定す

るこ と｡なお､この場合 には､速やかに担 当の安全衛生診断員 に通知す る

とともに､厚生労働省 労働基準局安全衛生部安全課 に報告す ること｡

第 3 安全衛生診断員

1 安全衛生診断員の要件 について

安全衛生診断員の要件 は次の とお りとす るC

(1) 労働安全 コンサル タン ト又は労働衛生 コンサル タン トの うち､コン

サル タン ト会の会員である者｡

ただ し､コンサル タン ト会の会員の不足等の場合 には､コンサル タ

ン ト会に未加入 の者 であって も差 し支 えない ことO

(2) (1)の要件の安全衛生診断員 を確保で きない場合 には､中央労働 災

害防止協会又は業種別労働 災害防止団体 の都道府県駐在等の安全管理

士又は衛生管理士 とす るこ と｡

(3) 安全衛生診断員の選任 に当たっては､安全診断については労働安全

コンサル タン ト又 は安全管理士である者 を､また､労働衛生診断 につ

いては労働衛生 コンサル タン ト又は衛生管理士である者 をそれぞれ充

てること｡

(4) 第 2の 1の 1-1の (3) の事業場 (外国人労働者 の労働災害が発 生

した事業場)に対す る安全診断に係 る安全衛生診断員 については､外

国人労働者 を使用 している事業場 (外国人研修生を受け入れてい る事

業場 を含む｡)の安全診断 ･指導を実施 した経験又 は海外の事業場 に

おいて管理者 としてその国の労働者 を管理監督 した経験 を有す る者等

を選任す るよ う配意す ること｡

(5) 第 2の 1の 1-2の事業場 に対す る リスクアセスメン ト診断に係 る

安全衛生診断員 については､原則 として (1)又 は(2)に掲げる者であっ

て､かつ､コンサル タン ト会の労働安全衛生マネ ジメン トシステ ム監

査員 として登録 され てい る音叉は事業場 に対す る リスクアセスメン ト

に係 る診断等の経験 を有す る者等 リスクアセスメン トに係 る知識 ･経

験 を有す る者 とす ることC

2 安全衛生診断を実施す る際の安全衛生診断員の基本的な態度 について



(1) 本安全衛生診断は､対象事業場 にお ける安全又は労働衛生 に係 る診断及

び これに基づ く指導等 を行 うものであ り､労働安全衛生法及び関係法令 に

対す る違反 を指摘す ることが 目的 ではないこと｡

(2) 安全衛生診断員は､安全衛生診断の実施 によって知 り得た秘密等 を漏 ら

し､又は盗用 してはな らないこと｡

第 4 安全衛生診断実施上の留意事項

1 選 定基準区分別 の安全衛生診断の実施 について

1-1 安全診断の場合

(i) 第 2の 1の 1-1 の (1)のア及 び (2) のアの事業場 に対す る安全診断に

ついては､平成 17年 1月か ら安全診断 の実施 日までに発生 した労働 災害

の うち､休業 1か月以上又は被災労働者 の障害等級が 14級以上の もの

(外国人労働者 の労働災害を除 く｡) 1件 ごとに､対象事業場 の責任者等

との面談によ り､｢労働災害要因分析表 (安全診断関係)｣ (様 式 4)を用

いて労働災害要因分析 を行い､ ｢労働災害要因分析結果表 (安全診断関

係)｣ (様式 5) に取 りまとめるこ と｡

また､改善指導を行 うに当たっては､労働 災害要因分析 の結果及びその

他 の過去の労働 災害の内容､事業場 内の巡視等の結果 を踏 まえ､必要 な改

善事項 について､｢安全衛生診断実施結果報告書 (一般の安全診断関係)｣

(様式 2- 1)の内容 によ り指導す ることO

(2) 第 2の 1の 1-1 の (1)のイ及び ウ並びに (2) のイ及び りの事業場 に対

す る安全診 断については､対象事業場 の責任者等 との面談及び事業場 内の

巡視等の結果 を踏 まえ､必要な改善事項 について､｢安全衛生診断実施結

果報告書 (一般の安全診断関係)｣(様 式 2- 1)の内容 によ り指導す るこ

と｡

なお､対象事業場 において､休業 1か月以上又は被災労働者 の障害等級

が 14級以上の労働災害 (外国人労働者の労働災害を除 く｡) が発生 して

いた場合 には､ (1)により実施す るこ と｡

(3) 第 2の 1の 1-1 の (3)の事業場 に対す る安全診断については､平成

17年 1月か ら安全診断の実施 日までに発生 した外国人労働者 の労働 災害

の うち､休業 4日以上のもの 1件 ごとに､対象事業場の責任者等 との面談

に よ り､｢労働災害要因分析表 (安全診断関係)｣ (様式 4)を用いて労働

災害要因分析 を行い､｢労働災害要因分析結果表 (安全診断関係)｣ (様式

5)に取 りま とめること｡

また､改善指導を行 うに当たっては､労働災害要因分析 の結果及びその

他 の過去の労働 災害の内容､事業場内の巡視等の結果を踏 まえ､ ｢外国人

労働者 の労働災害 に関す る安全診断チ ェックポイ ン ト｣ (様式 2- 2別

表)に留意 の上､｢安全衛生診断実施結果報告書 (外国人労働者の労働 災

害 に係 る安全診断関係)｣ (様式 2- 2)の内容 によ り指導す ることO

なお､対象事業場 の選定の基 となった労働 災害において､外国人労働者



以外 の労働者 について､休業 1か月以上又は被災労働者 の障害等級が 14

級以上の労働災害が発生 していた場合 には､(1) による安全診断を併せて

実施 し､その結果 を ｢安全衛生診 断実施結果報告書 (外国人労働者 の労働

災害 に係 る安全診断関係)｣ (様式 2-2)に併せ て記載す ること｡

(4) 第 2の 1の 1-1 の (4)の事業場に対す る安全衛生診断については､対

象事業場 の責任者等 との面談及び事業場内の巡視等の結果 を踏まえ､必要

な改善事項 について､ ｢安全衛生診断実施結果報告書 (一般の安全診断関

係)｣(様式 2- 1)の内容によ り指導す るとともに､過去に実施 した安全

診断 によ り改善指導等 を行 った事項を中心に､その後 の安全管理の水準､

向上等 の状況について分析評価 し､｢安全衛生診断分析評価結果報告書

(安全診断関係)｣ (様式 6) に取 りま とめること｡

なお､過去 に実施 した安全診断 の後に､休業 1か月以上又は被災労働者

の障害等級が 14級以上の労働 災害 (外国人労働者 の労働災害を除 くO)

を発生 させていた場合 には､(1) による安全診断 を併せ て実施す ること｡

(5) 第 2の 1の 1-1 の (5) の事業場に対す る安全診断 については､対象事

業場の責任者等 との面談及び事業場内の巡視等の結果 を踏まえ､必要な事

項について､｢安全衛生診断実施結果報告書 (一般 の安全診断関係)｣ (樵

式 2- 1)の内容 によ り指導す ること｡

(6) 建設業に対す る安全診断については､対象 とす る店社 ､現場において出

稼労働者 が使用 されている場合 は､出稼労働者-の安全管理を考慮 した内

容 とす ることとし､ ｢安全衛生診断実施結果報告書 (一般 の安全診断関

係)｣(様式 2- 1)の総合所見の欄 に出稼労働者 の安全管理状況の概要 を

記載す ること｡

1-2 リスクアセスメン ト診断の場合

(1) 第 2の 1の 1-2 の事業場 に対す る リスクアセスメン ト診断について

は､労働安全衛生法第 28条の 2第 2項 に基づ く指針 (以下 ｢リスクアセ

スメン ト指針｣ とい う｡)に示 されている事項 について､診断を通 し､理

解 を深 め､事業場における取組 を促進す るものであるが､事業場全体につ

いて リスクアセスメン トを行 うものではな く､労働 災害発生状況等 を踏 ま

え､事業者 と協議の上､実施対象範囲を決定す ること｡

(2) リスクアセスメン ト診断については､2日間で実施す るもの とす るが､

原則､1日目で対象範囲における リスクアセスメン トの実施 を終えるもの

とす る｡なお､この際 ､診断実施前に事業場 と連絡 を取 り､リスクアセ ス

メン トを実施す る上で必要な情報 (機械等の取扱 い説明書､作業手順書 ､

過去 の災害 ･ヒヤ リハ ッ ト事例､安全パ トロール結果等)をあ らか じめ用

意 させ るな ど､円滑な実施 に留意す ること｡

(3) リスクアセスメン ト診断の実施 にあたっては､別途､コンサル タン ト会

において作成 中の リスクアセスメン ト実施のためのマ ニュアル を配布す る

予定であるため､ これ を活用す ること｡



(4) 2日目の診 断 を実施す る前に､様式 2-3の別表 の リスク評価表 に リス

クアセ スメ ン トの結 果 を記入す る とともに､可能 な限 りリスク低減措置

(提案) を記 入す ること｡

(5) 2日目の診 断 は､ リスク評価表 (様式 2- 3別表)に従い､実施 した リ

スクアセ ス メ ン トの結果 を説明す る とともに､具体的 な リスク低減措置 の

提案 ､具体的 な措置 に関す る事業場か らの相談へ の対応 を行 うこと｡

(6) 改善指導 にあた っては､実施 した リス クアセ スメン ト結果 を踏 まえ､必

要な改善事項 につ いて ｢安全衛 生診断実施結果報 告書 (リスクアセ スメン

ト診断関係 )｣(様 式 2- 3)の内容 に よ り指導す るこ ととす るが､単 に改

善指導 に とどま らず ､以下の点 を十分 に説明す る こと｡

① リス クアセ ス メン ト指針 に示 されてい る リスクアセ スメン トを実施す

る上での基本 的 な考 え方

② 診断員 が対象範 囲 について どの よ うな考 え方 に基づいて リス クアセ ス

メン トを実施 したか

③ 対象 と した範 囲についての作業 の洗 い出 し及 び危 険性又 は有害性 の特

定につ いての考 え方

④ 負傷又 は疾病 の重篤度､発生 可能性 の度合 を踏 ま えた､ リス ク見積 も

りの考 え方

⑤ リス クの評価結果 に応 じ､優 先順位 を付 け る上での考 え方

⑥ リスク低減措 置 の検討 に当た っての考 え方

(診 リス クアセ ス メ ン ト結果の記録 につ いて

⑧ 本診断 に よる リス クアセ スメン ト結果 につ いての事業場 内での取扱 い

について

(勤 事業場 内で リス クアセスメン トを実施す る上 での留意事項

(7) (1)､ (2)に よ り実施 した リス クアセ スメン トの結果 について､ ｢安全衛

生診 断実施結 果報 告書 (リス クアセ スメ ン ト診 断 関係 )｣(様式 2- 3)に

取 りま とめ るこ と｡

1-3 労働衛生診 断 の場合

(1) 第 2の 1の 1-3 の (1) の事業場 に対す る労働 衛生診 断 については､平

成 17年 1月 か ら労働衛生診断 の実施 日まで に発 生 した業務上疾病 (外 国

人労働者 の業務 上疾病 を除 くO) 1件 ご とに､対象事 業場 の責任 者等 との

面談 に よ り､業務上疾病 の発生要 因 について作業管理 ､作業環境管理 ､健

康管理等 の面 か ら分析 を行 い､ ｢安全衛 生診断 実施結果報告書 (労働衛 生

診断 関係 )｣ (様 式 2-4)に取 りま とめる こ と｡

また､改善指導 を行 うに当た っては､業務 上疾病 の発 生要因及 びそ の他

の過 去 の業務 上疾病 の内容､事業場 内の巡視等 の結果 を踏 まえ､必要 な改

善事項 につ いて､｢安全衛生診断実施結果報告 書 (労働衛 生診断関係 )｣(樵

式 2- 4) の内容 によ り指導す ること｡

(2) 第 2の 1の 1-3 の (2) 及び (3) の事業場 に対す る労働衛生診 断 につい



ては､対象事業場の責任者等 との面談及び事業場内の巡視等 の結果 を踏 ま

え､必要 な改善事項について､ ｢安全衛生診断実施結果報告書 (労働衛生

診断関係)｣ (様 式 2- 4) の内容 によ り指導す ることO

なお､対象事業場において､業務上疾病 (外国人労働者 の業務上疾病 を

除 く.)が発生 していた場合には､ (1) によ り実施す ることD

(3) 第 2の 1の 1-3 の (4)の事業場 に対す る労働衛生診 断については､対

象事業場の責任者等 との面談及び事業場内の巡視等の結果 を踏 まえ､必要

な改善事項 について､ ｢安全衛生診断実施結果報告書 (労働衛生診断関

係)｣ (様 式 2- 4)の内容 によ り指導す ること｡

2 対象事業場 の範囲等について

(1) 建設業以外の業種の事業場に対す る安全衛生診断の実施 に当たって､所

在地の異 な る工場等を巡視 した場合 には､当該工場等 を独 立 した対象事業

場 とはみ な さず､安全衛生診断 を実施 した対象事業場の一部 として取 り扱

うこと｡

(2) 建設業 の事業場に対す る安全衛 生診断の実施 に当たっては､店社及び店

社 の 1以上の建設工事現場 について安全衛生診断 を実施す ること｡

なお､この場合､建設工事現場 は独立 した対象事業場 とはみなさず､店

社 と合わせ た一つの対象事業場 とみなす こと0

第 5 安全衛生診断の費用等

1 対象事業場の負担す る安全衛生診断 に係 る費用は無料 とす る｡

2 安全衛生診断員 に対す る安全衛生診断に係 る謝金等 は､別 に定めるもの と

するO



第 6 様式

様式 1-1 安全衛生診断実施確認書 (安全診断関係)

(同記載要領)

様式 1-2 安全衛生診断実施確認書 (リスクアセスメン ト診断関係)

(同記載要領)

様式 1-3 安全衛生診断実施確認書 (労働衛生診断関係)

(同記載要領)

様式 2-1 安全衛生診断実施結果報告書 (一般の安全診断関係)

(同記載要領)

様式 2-2 安全衛生診断実施結果報告書 (外国人労働者の労働災害に係る安全診断関係)

(同記載要領及び別表 (外国人労働者の労働災害に関する安全診断チェック

ポイント))

様式 2-3 安全衛生診断実施結果報告書 (リスクアセスメン ト診断関係)

(同記載要領)

様式 2-4 安全衛生診断実施結果報告書 (労働衛生診断関係)

(同記載要領)

様式 3-1 安全衛生診断改善報告書 (安全診断関係)

様式 3-2 安全衛生診断改善報告書 (リスクアセスメン ト診断関係)

様式 3-3 安全衛生診断改善報告書 (労働衛生診断関係)

様式 4 労働災害要因分析表 (安全診断関係)

表- 1 被災者の状況等分析 (全産業)

表-2 災害の型別要因分析 (全産業)

麦-3 災害の起因物要因分析 (全産業)

表-4 不安全な行動要因分析 (全産業)

表-5 外国人労働者の労働災害の要因分析 (全産業)

様式 5 労働災害要因分析結果表 (安全診断関係)

様式 6 安全衛生診断分析評価結果報告書 (安全診断関係)





様式 1-1 記載要領

安全衛生診断実施確認書 (安全診断関係) 記載要領

1.受診事業場代表者は､診断事業場の代表取締役社長､工場長､所長等当該事業場の責

任者をいう｡

2.確認書年月日は､通常は診断実施 日となるが､診断実施 日に事業場代表者が不在等で

押印できない場合､後 日押印 した目とする｡ この場合､安全衛生診断員は当該確認書を対

象事業場から郵送等により受領すること｡

3.診断を実施 した安全衛生診断員は､労働安全コンサルタン ト又は安全管理士のいずれ

かに○を付すとともに､署名､押印することO

なお､安全管理士である場合､ ( )内に労働災害防止団体名の略号 (中災防､建災

防等)を記入すること｡

4.業種については､中分類の業種名 (例 :金属製品製造業､設備工事業等)を記入する

こと｡

5.立会者については､立ち会った責任者等の うち､代表となる者をい う0

なお､前記 3以下の欄中の事項についても､立会者の了解のもと安全衛生診断員が記載

することが望ましいこと｡





様式 1-2 記載要領

安全衛生診断実施確認書 (リスクアセスメン ト診断関係) 記載要領

1.受診事業場代表者は､診断事業場の代表取締役社長､工場長､所長等当該事業場の責

任者をい う｡

2.確認書年月日は､通常は診断実施 日となるが､診断実施 日に事業場代表者が不在等で

押印できない場合､後 日押印 した 日とするOこの場合､安全衛生診断員は当該確認書を対

象事業場から郵送等により受領すること｡

3.診断を実施 した安全衛生診断員は､労働安全コンサルタン ト又は労働衛生コンサルタ

ン トのいずれかに○を付す とともに､署名､押印することC

4.業種については､中分類の業種名 (例 :金属製品製造業､設備工事業等)を記入する

こと｡

5.立会者については､立ち会った責任者等の うち､代表 となる者をい うC

なお､前記3以下の欄中の事項についても､立会者の了解のもと安全衛生診断員が記載

することが望ましいこと｡





様式 1-3 記載要領

安全衛生診断実施確認書 (労働衛生診断関係) 記載要領

1.受診事業場代表者は､診断事業場の代表取締役社長､工場長､所長等当該事業場の責

任者をいう｡

2.確認書年月日は､通常は診断実施 日となるが､診断実施 日に事業場代表者が不在等で

押印できない場合､後目押印した日とする｡この場合､安全衛生診断員は当該確認書を対

象事業場から郵送等により受領すること｡

3.診断を実施した安全衛生診断員は､労働衛生コンサルタント又は衛生管理士のいずれ

かに○を付すとともに､署名､押印すること｡

なお､衛生管理士である場合､ ( )内に労働災害防止団体名の略号 (中災防等)を

記入すること0

4 業種については､中分類の業種名 (例 :金属製品製造業､設備工事業等)を記入する

こと｡

5.立会者については､立ち会った責任者等のうち､代表となる者をいうQ

なお､前記 3以下の欄中の事項についても､立会者の了解のもと安全衛生診断員が記載

することが望ましいこと｡











様式 2-1 記載要領

安全衛生診断実施結果報告書 記載要顔

(一 般 の 安 全 診 断 関 係 )

1. ｢安全衛生診断員｣欄には､労働安全コンサルタン ト又は安全管理士のいずれかに○

を付すとともに､署名､押印すること0

2. ｢(主要製品等)｣については､ ｢自動車ラジェ一夕-｣ (例)のように記入するこ

と0

3 ｢労働者数｣欄の ( )内には､外国人労働者を内数で記入すること0

4 ｢労働災害発生状況｣欄には､②は①を除く数を､③は①及び②を除く数を記入する

こと｡また､ ( )内には､外国人の被災者数を内数で記入すること｡

5. ｢労働災害発生概要｣については､労働災害発生状況の①及び②の うち､平成 17年

及び本年に入って診断日までに発生 した災害ごとに記入すること｡

なお､記入に当たっては､ ｢平成 17年 7月､旋盤でフランジ部品の試 し切削中､部

品がチャックより外れ､旋盤作業者 (男)の顔に飛来 し休業 50日の負傷をしたo直接

原因としては､チャックの締付けの確認が行われていなかったこと､間接原因としては､

作業手順書の不備 と安全教育の不十分である｡｣ (例)のように起因物､事故の型､原

因 (直接原因 ･間接原因)等を簡明に記入すること｡

6. ｢診断項目①｣については､安全委員会の設置義務のない事業場の場合にあっては､安全に

関する事項について､関係労働者の意見を聴 くための機会を設けているかどうか (安衛則 23

条の2)を確認 し､どのような形式 (委員会､全体会合､個別聴取等)によるかを確認するこ

とDまた､設けていない場合は､その理由を聞くとともに､関係労働者の意見を聴 くための機

会を設けるよう指導すること｡

7. ｢診断項目⑤｣については､法定の教育はもとより､法定外の安全衛生教育について

もその実施について留意すること｡

8 ｢診断項 目⑦｣については､該当する番号に○を付すこと｡なお､該当するものがな

い場合は､空欄に自由記入すること｡

なお､ ｢運用中｣とは､安全衛生方針の表明､安全衛生 目標の設定､安全衛生計画の

作成後､pDCAサイクルが回 り始めた段階以降のことをいい､ ｢構築中｣とは､シス



テム導入の正式決定からPDCAサイクルが回るまでの状態をいう｡また､ ｢準備段階｣

とは､システム導入の意欲はあるものの､導入を事業場として正式に決定していない段

階をいう｡･

9. ｢診断項 目⑧｣については､該当する番号に○を付すことOなお､該当するものがな

い場合は､空欄に自由記入すること｡

なお､ ｢実施中｣とは､危険有害要因の特定等具体的にリスクアセスメントの実施を

開始している段階をいい､ ｢準備段階｣とは､リスクアセスメント実施の意欲はあるも

のの､実施を事業譲渡 して正式に決定していない段階をいう｡

また､ ｢実施中｣の場合には､リスクアセスメント実施の際の労働者の参加の状況を確

認するとともに､参加させていない場合は､参加の必要性を説明し､指導することo

10. ｢診断項目⑨｣については､同一事業場内において下請労働者や派遣労働者等が浪在

する場合等において実施されている安全管理上の措置等について記載することo

ll.本様式の項目について､記載すべき事項がない場合はその箇所を削除し､また､記載

しきれない場合は行数を増や して (ワープロ等使用)記入する等適宜変更しても差し支

えないことO











様式2-2 記載要領 《タト》

安全衛生診断実施結果報告書 記載要領

(外国人労働者の労働災害に係る安全診断関係)

1.診断に当たっては､様式2-2別表 ｢外国人労働者の労働災害に関する安全診断チェ

ックポイン ト｣に留意すること｡

2. ｢安全衛生診断貞｣欄には､労働安全コンサルタント又は安全管理士のいずれかに○

を付す とともに､署名､押印すること｡

3,｢(主要製品等)｣については､｢自動車ラジェ一夕-｣(例)のように記入すること0

4, ｢労働者数｣欄の ( )内には､外国人労働者を内数で記入すること｡

5. ｢労働災害発生状況｣欄には､②は①を除く数を､③は①及び②を除く数を記入する

ことoまた､ ( )内には､外国人の被災者数を内数で記入すること0

6. ｢労働災害発生概要｣については､労働災害発生状況の①､②及び③のうち､平成

17年及び本年に入って診断日までに発生 した災害 (③については､外国人労働者に係

る災害に限る｡)ごとに記入すること｡

なお､記入に当たっては､ ｢平成 17年 7月､旋盤でフランジ部品の試 し切削中､部品

がチャックより外れ､旋盤作業者 (男)の顔に飛来し休業50日の負傷をしたO直接原因

としては､チャックの締付けの確認が行われていなかったこと､間接原因としては､作業

手順書の不備 と安全教育の不十分である｡｣ (例)のように起因物､事故の型､原因 (直

接原因 ･間接原因)等を簡明に記入すること｡

7 ｢診断項目①｣については､安全委員会を設置する義務のない事業場の場合にあっては､安

全に関する事項について､関係労働者の意見を聴くための機会を設けているかどうか (安衛則

23条の2)を確認 し､どのような形式 (委員会､全体会合､個別聴取等)によるかを確認す

ること｡また､設けていない場合は､その理由を聞くとともに､関係労働者の意見を聴くため

の機会を設けるよう指導すること｡

8. ｢診断項目⑤｣については､法定の教育はもとより､法定外の安全衛生教育について

もその実施について留意すること｡

9 ｢診断項 目⑧｣については､該当する番号に○を付すこと｡なお､該当するものがな

い場合は､空欄に自由記入すること｡

なお､ ｢運用中｣とは､安全衛生方針の表明､安全衛生目標の設定､安全衛生計画の



作成後､PDCAサイクルが回り始めた段階以降のことをいい､ ｢構築中｣とは､シス

テム導入の正式決定からpDCAサイクルが回るまでの状態をいう｡また､ ｢準備段階｣

とは､システム導入の意欲はあるものの､導入を事業場 として正式に決定 していない段

階をい う0

10. ｢診断項 目⑨｣については､該当する番号に○を付すこと｡なお､該当するものがな

い場合は､空欄に自由記入すること｡

なお､ ｢実施中｣とは､危険有害要因の特定等具体的にリスクアセスメン トの実施を

開始 している段階をいい､ ｢準備段階｣とは､リスクアセスメント実施の意欲はあるも

のの､実施を事業譲渡 して正式に決定していない段階をい う｡

また､ ｢実施中Jの場合には､リスクアセスメン ト実施の際の労働者の参加の状況を確

認するとともに､参加 させていない場合は､参加の必要性を説明し､指導することo

ll. ｢診断項目⑩｣については､同一事業場内において下請労働者や派遣労働者等が混在

する場合等において実施 されている安全管理上の措置等について記載すること｡

12.本様式の項 目について､記載すべき事項がない場合はその箇所を削除し､また､記載

しきれない場合は行数を増や して (ワープロ等使用)記入する等適宜変更 しても差 し支え

ないこと｡















































































































































































































































































































































































(別添2)

基安安発第 0831002号

基安労発第 0831002号

基安化発第 0831002号

平成 18年 8月 31日

社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会会長 殿

厚生労働省労働基準局安全衛生部

安 全 課 長

労 働 衛 生 課 長

化学物質対策課長

平成 18年度 自律 的 安 全 衛 生 管 理 活 動 普 及 促 進 事 業

(労働災害防止特別安全衛生診断事業)実施細 目について

自律的安全衛生管理活動普及促進事業 (労働災害防止特別安全衛生診断事業)に

ついては､平成 18年 5月 15日付け基発第 0515001号 ｢自律的安全衛生管理

活動普及促進事業 (労働災害防止特別安全衛生診断事業)の実施について｣の別添

｢自律的安全衛生管理活動普及促進事業 (労働災害防止特別安全衛生診断事業)実

施要綱｣に基づき実施することとされてお り､その細目については別に定めることと

されていますが､平成 18年度の本事業について､別添のとおり ｢平成 18年度自律

的安全衛生管理活動普及促進事業 (労働災害防止特別安全衛生診断事業)実施細目｣

(以下 ｢実施細目｣という.)を定めましたので御了知いただくとともに､下記に御留

意の上､本事業の円滑な実施をよろしくお顔いいたします｡

記

1 対象事業場は､別紙 1に示す事業場とすること｡なお､事業場名の左側に ｢(千)｣

と示した事業場については､今回対象としないが､対象事業場の協力が得られなか

った場合等に順次対象とされたい｡

2 中小企業等安全衛生診断員は､別紙 2に示す候補者の中から貴会にて選任してい

ただくこと｡

また､外国人労働者の労働災害が発生した事業場を担当する中小企業等安全衛生

診断員については､別紙 2の氏名の欄に (外)と記した者を､リスクアセスメント

診断に係る中小企業等安全衛生診断員については､貴会の労働安全衛生マネジメン

トシステム監査員として登録されている者等 リスクアセスメントに係る知識 ･経験

を有する者を充てるよう配意していただきたいこと｡


